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A Study on the Relationship between Flow of Funds in 

Agriculture and Public Finance 

(Chiefly on the Difference between Hokkaido and Honshu) 

By 

Takeo MATSUDA 

Masahiko T AKAS}王IMA

Toshio KUROYANAGI 

序一問題提起一

先ず¥本稿に於て問題とすることは，農業経済もし

くは，農家経済の内部で蓄積された貯蓄が，果して全

部，農業内部に投資されているのか，もし非農業へ流

出しているとするならば，一体どの程度流出し，それ

は如何なる貯蓄・投資の Mechanismに於てである

か，それを特に財政との関連に注目し乍ら，北海道と

府県の地域差として分析するということである。

次にこうした問題を分析することが理論的には如何

なる意義をもつかという点であるが，それは次の様な

諸点に於て見出される。

即ち，抑々資本主義経済の成長を左右する基本的動

態関係を，投資と貯誌の大きさ並に，その均等・不均

等のプロセスに求める考え方は，近代経済学の基本線

であって，従来，我国に於げる資本主義経済発展の歴

史的変遷過程に就き，その発展の初期の段階には，農

業に於げる内部蓄積の一部が，地干且等を通じて.非農

業，特に第二次産業への積極的な投資となったという

こと，更に，それらが基盤となって非農業，特に，第

二次・第三次産業は，飛躍的な速度で，その高い成長

率を実現したということは，既に， Jl立々 指摘されてい

る所であるが，こうした，農業・非農業問の資本移動

キ北海道と府県の地域差を中心として

紳北海道大学農学部農業経済学教室

は，若干の式を用いて説明すると.より一層問題の所

在がはっきりする。

J'!Pi?，貯蓄・投資と農業・非農業夫々の成長率の問
の関係は，基本的には R.F.Harrodの第一基本方

手呈式

Gc=s ................................( 1) 

に求められるが，先に述べた如く，農業と非農業の聞

の不均等成長という事実は，この式に，若干の変形を

必要とするであろう。

RPち，非農業部門に於ける投資の必要量は G1Cl(伺
dY， L1I1 "， __  _ L1Yl 

故なら Gl=←一二 Cl==---;-::-.，.-， 従って G1Cl=←一一・Y
1 
' (..1-LlYl' 1.fC -' "- '-.J l"'l~ Yl 

，1I. L1I， 
一;:~ == :~l) であり，それが，非農業内部の貯蓄 SI
L1Yl Yl 

S，.. L1I， S， 
で賄われるなら均衡するが (SI=ヱL 故に一--十よ

Y
l 
~.- Yl Yl 

なら均衡)，一般に，経済全体として 1とSが均衡

しでも，産業部門別にはそうであると限らない。

そこで，農業・非農業聞の資本移動を考慮すると，

く1)式は，非農業部門に於て

G1Cl=SI+α ・・・・・・‘・・・・・・・・‘.• ・・・・・・・(2)

の如くなり，同様にして，農業部門では，

G2C2=S2+s ..，.，.........."，..，..".( 3) 

但し， α，s;農業・非農業聞に於ける投資率と貯

お率の差

今農業部門の純生産額の対全経済生産額比苧=ω と
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すれば， P=(1-ω)

仮りに， α==Sl'， s==S2'とすると，

81' 8z' 
1'=-';;-， S2'=-"3!-， 18{1=182'1故にY1' -. Y2 

81' Y1 8.' Y2 
Y1 Y Y2 Y 

α(1-ω〉二点ω ・.，..•.• " " '"くA)

又 (2)，(3)から

α=G山一SI ・・・・ ••••...••••••••• .(B) 

s=G山一S2 ・・・ ・・・・ ・・・・・・・・ ・-(C)

(A)に，くB)と (C)を代入して

(G山一s1)(1-ω)=一(G山一S2)印・・・ー (4)

一ω 一(G2C2-S2) 
ここで (4)式を =一二一一一一ーと変形し，

α l>'1Cl -SI 

両辺に空中これを乗ずると，
C2 

S2 G 1Cl-Sl ーω
ー -G2=ー一一一・一一一 ••.• • •• .' •. -( 5) 
C2 C2 αJ 

又，くの式を一竺一二 G11e1ゴ」と変形し，両
1一ω 一(G2C2-S2)

~ -(G2C2-S2) 
辺人一一一一ーを乗ずるなら

Cl 

SI S2-V2C 
G1一一= u .7一一............(6) 
Cl Cl ー『 αJ

従って
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これらのく1)~(8)日〉の式によって説明されること

は，もし，農業部門に於て， 12<82，非農業部門に於

て， 11>81という事態が予想される時，農業部門では

αだけの自己貯蓄部分を非農業部門に投資することに

よって，農業部門に形成された貯蓄が凡て内部に投資

されたと仮定した場合の成長率 G2から現実の成長率

G2に低下するという如き事情である。ここに，若し，

α， C2，ω， 1ーω の値を知るならば，農業部門の本来

達成し得可き成長率が，如何に，現実には Modifyさ

れているかに答え得るであろう o C2，ω， 1一ωは推計

し得る所であり，従って本稿では，残された α の値

を計測する事が中心問題になるのである。

又，経済の進歩に於ける産業発展の具体的政行性

は，各産業の経済成長率(例えば，第一次産業の経済
jy， ~... ~ "" _ _， ， L1Y: 成長率を王土，第二次産業のそれを玄主，第三次

jY3 
産業のそれを一孟土とすれば，それらの差〉に示され

るが，これを左右するファクターは，産業の能率，いわ

ば，労働の生産性である。一般的に，労働の生産性は，

経済の成長過程に於ける，いわば，動態分析として，

労働の限界生産力を考えなければならないが，構造的

分析に於ける労働の平均生産性に着目するならば，そ
Y Y K 

れは，資本との関連に於て :::::-， により示され
N K N 

る。

これを以て，最近行われつつある諸統計結果より，

我国農業の比較労働生産性に就て云うならば，一般に

農業では相対的に，資本係数手が高く，資本糊

5の低位なる所に労働生産性が低位だと云われる所
以がある。又かかる労働の生産性を低位にとどめてい

るのは，何といっても，基本要件としての資本そのも

のが，農業部門に対しては，主として生産及び価絡に

於ける Uncertainty乃至 Riskの故に，仮令，資本の

限界効率が農業では高いにせよ， 入り難し、 Capital

Rationingの問題に関連あることを考慮せねばならな

いであろう。

こうした，農業に資本の入り難い事情は，更に又，

農業内部に蓄積された貯蓄そのものすら，非農業へ流

出する面と関連するものであって，本稿は，この流出

を明らかにする事に関連する。

最後に，北海道と府県の地域差に就き，先ず

( i ) はじめに用いたくのの式

G2-G2=~ • -.!三笠に於ける
C2 αJ 

C2，α，ω， 1一ω等から G2-G2の北海道と府県の

差異を推測出来るが，従来の諸統計結果から，北海道

では，府県に比し，C2が大
(2) 三空とが小と考えら
α》

れるのであり，残る αの値如何が，この地域差を示

すキイーポイントと云えよう。次に

(ii) 式

Y Y K 
= ・ に於てN K N 

5が府県より，北海道に於て大とすると，果して，
それは

Y K 
(a) ー の双方が共に大きいことに基くか。
K' N 



212 北海道大学農学部紀要

Y K 
(b) ー，ーーの伺れか一方丈が大きしそれが，小
K N 

さい片方をカバーしているため，5が大なのかコ
とし、う問題と，本稿での，農業部門で諮積された貯

寄が，如何程，農業投資に向けられているかという問

題と関連するであろう。

つぎに，本稿での分析方法に就き，簡単に触れてお

くなら，本稿での分析は，一口に云って，農業・非農

業聞の資金循環の態様を明かにすることにあるが，こ

こで農業・非農業の厳密な意味での産業区分は，先ず

不可能なので，農家経済を中心として，換言するなら

ば，農家の IncomeFormation， Income Distribution 

のプロセスに於て，農家の貯蓄と農業投資及び，非農

業への資金の Leakageがどの様な地域差を以て現わ

れるか，その現われ方を，平常年としての昭和 27年

度と北海道が冷害の昭和 29(3)年度の夫々，農林省農

家資金動態調査報告を主に使用することによって，分

析した。

尚，具体的な資料の整理方法に就ては，市岡氏〈叫が

採用された Hicksの社会会計 SocialAccountingの

手法に準じ，筆者は，特に， Pri、rateEconomyに対
する PublicEconomy即，財政の機能に注目し乍ら

分析を進めた。

註 (1)大川一司「農業の経済分析・J 248~250 頁

参照

く2)r農業経営研究J 1号の 37頁飯島淑次郎

「北海道農業に於ける資本形成の特質」

(3)成長分好は，長期の分析を必要とするもの

であるが，資料の制約等からそれが成し得

なかヲたことには問題が残る

(4)来畑精・，大)1卜‘司「日本経済と農業」

238頁

[1] 農家経済の Balance-Sheetと

財政の Weight

既に，断った如く，全経済の農業・非農業という二

部門分割を，本稿に試る様な，貯蓄・投資の問題とし

て計量化する際には，容易に或は厳密にはこれを成し

得ないので，農家経済を中心とした資金循環，それは，

農家の IncomeFormation， Incomc Distributionの

プロセスに於て貯蓄・投資の関係をみた。

今，このプロセスを一本の式によって表わすと，

Keynes 体系に依~， Yp1 + Yp2- T==C十S であり
(Ypl; private Income， Yp2; Public.lncome'心)，

それは，第I表(5)の如き Balance-Sheetに依って示

されるのである。ここに掲げた如く，戦後2ヶ年に分

析が限られたことは，専ら資料の制約に基くものであ

り，又，以下，ミクロ数字のマクロ化等に於て，更に，

府県といっても，その地域差，階層性等を分析し得な

かったことは，将来の研究に侠つ所が大きい。

扱て，この Balance-Sheetで特徴的な諸点を述ぺ

ておくなら，先ず，収入加では，大体のところ，農家

所得中，度外所得の占める割合が，府県に於て相対的

に極めて高し、(府県 40~50μ，北海道 16~20~の他

は，結局，農業所得に於て約 5M~ ， 農家所得に於て

約 70弘政府収入に於ても約 20~30μ と Total

Incomeで北海道は約 10万円，府県を上廻っている

ことが知られるであろう。この線に，北海道に於て，

農業所得が，相対的に多く現われているのは，農業収

入の多いことが，経営費の相対的高率性を償って尚余

りあるからで，又，補助金収入は，第I表に示す如

く，扶助・年金，農業施設奨励補助金，共済金等より

成るが，農業施設奨励補助金が半恒常的に高く，それ

に又冷害を受けた年の北海道の共済金収入の高いこと

によって特徴づけられ，その事が Yp2 を相対的に高

〈しているのである。

更に，注目す可きは，北海道が冷害を受けた 29年

を王子常年とみられる 27年に比較した場合である。 fl/l

ち，農業所得に於て，府県が約2割増を示すに反し，

北海道では，肥料の投入をはじめとする諸資材購入

等，所謂 Inputの増加に対する丈の Outputが得ら

れなかったため若干の減少を見せている。尚，農林省

の農家経済調査報告は，一般に，調査対象農家に下j霞

農が少いという事情に依って，この種平均的数字も，

府県との差は，もっと大きく現われるのが実情であろ

う。こうした農業所得の減少を，主として救農土木・

冬期林業労賃収入等の農外所得増でカパーしているた

め，府県の農外所得増加の伸びより，北海道のそれは

高くなってし、る。かくして又，農家所得は，絶対額に

於て，北海道は，約14，000円，府県は，約36，000円

の増加という差となって現われるのは，既述せる所か

ら明らかであろう。カ日ラるに，これら PrivateIncome 

に対応して， Public Grantとしての政府よりの収入

が，冷害を受けない府県の約 2，000円増に比し，北

海道では，実に 18，000円と PrivateIncomeの増加

率を可成り上廻っているのである。

一方，文凶では，生計費，租税公課諸負担が，府県

に北し，相対的に高率であるため，北海道と府県に於
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句註:農林省農家資金動態調査報告より算出
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ける農家経済余剰=農家貯蓄の差は， Tota! Income 

の差が示す程ではなし、。ここで，又指摘しておかなけ

ればならないことは， 27年度に止とし， 29年度の農家

租税公課諸負担が，府県は，約 10μ の増加を示して

いるのに反し，北海道では，逆に，約 10~~ 弱の減少

を示しているとし、う事実である。かかる租税公諜諸負

担の農家経済対応の変化は，既述した補助金をはじめ

とする一連の政府資金の対応変化と共に，後述する如

く，イ也の農家経済への直接的収入とはならなくても，

生産効果若しくは所得効果の増加に Postiveな役割を

もっ財政資金も含めた財政の農業乃至農家経済に対す

る機能として，農業乃至農家貯諮の非農業への流出若

しくは逆に非農業から農業への流入という観点から追

求されなければならない意義をもっ。

そこで，本項に於ては，第I表を基礎とした財政の

Function Factorたる政府よりの収入と祖税公課諸負

担等を所得の動態的過程に関連づけて，若干，後の項

のための予備的な計量を府県・北海道聞の地域差とし

てみておこう。

Jl~ち，第 H 表に示す如く，農外所得，農家所得中

での補助金の比率をみると，北海道では，前者に対す

る比率が 20~30弘後者に対する比率が 4~9μ と

第 II表 所得形成，配分両過程と財政，並に消費・貯蓄

ぞで項ごミ子¥-------臼¥一¥¥別~一------- 年地域別度
昭和 27年度 昭和 29年度

北海道|府 県 北海道 府 県

① 良外所得中綿助金の比率 30.04 6.01 

① 農家所得中 " 1.77 9.08 2.84 

①反当初助金額 234円 343 559 662 

④ taxの対農家所得比率 15.50 11.68 12.66 10.70 

①消費性向農家所得③ 292，852円 194，114 324，815 233，416 

可処分所得⑮ 247，507円 171，446 283，691 208，439 

生 費⑥ 203，263円 138，255 234，218 168， 107 

C/A 71.22 72.11 72.02 

C/B 80.64 82.56 80.65 

①貯蓄率農家経済余剰⑮ 44，214 33，461 49，270 40，332 

可処分所得⑮ 171，446 283，691 208，439 

D/E 17.87 19.52 17.37 19.35 

註〉 農林省農家資金動態調佳報告より算出作製

いずれも府県の示す数値 1.8~2.8~~ を可成り上廻っ

ている。これは，先にみた，絶対額と共に，所得形成

の上からも，その構成北重が，北海道に於て相対的に

高い事を示している。しかし，冷害年に於ける北海道

の増加は顕著である。

次で，租税公課諸負担について，その対農家所得北

率をみると，両年度共，北海道は，府県の比率を上廻

ると同時に，租税公認諸負担の担税所得中に占める比

率も第 III表に示す如く， 27， 29年共， 7~10~~ 程

北海道が府県を上廻っているのであり，その他，生活

水準などを考慮するなら，・従来の文献仰が示す様に，

北海道農家の組税公課諸負担は，府県のそれに比し，

決して較いとは云えない。この様に，絶対額，対農家

所得の相対北率で云うと，北海道は府県に北し，相対

的に高い財政の関与を受けているといえよう。しかし

かかる財政の農家貯蓄引上.或は， .逆に，農業或は，

農家経済への還元の差引勘定乃至，非農業流出に占め

る財政の北室等の計量分析こそが，第H表の分析と

関連して，本稿の重要な財政の分析領域である。

第 III表租税公課言者負担の対担税所得比率

、そこ下1E!昭和 27 一度|昭和 29年度
項目 jト明!北海道|府県!北海道l府県

円|円l 円|円

③ j箆毘家所得 主生主計費 ，8的9，5951伊阿56，1η29:仰9拘0，37叫4引|附6“5，3初09
⑮ 和税公謀誇負担 !μ併， 3銘捌8別1仰， 6倒6侃似8~片同仇4“牝1，い，1印叫2μ41凶M孔，切切7 

B/A 50.7仰 O.5%45 .5~~i38. 3~~ 

註〕 農家資金l!W態調査報告ょ目算出作製き
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次に，所得構造で見落してならない，消費性向.貯

蓄率をみておこう。まず，平均消費性向は，第 II表

に見る様に，両年度共，殆ど差は認め難いが，北海道

と府県では，北海道の方が若干乍ら上廻っている，一

方，貯蓄率は，かかる消費性向の故に，逆に北海道は

府県のそれを下廻っている。このことは，必ずしも断

言は出来ないが，北海道農家が，府県に比し，相対的

に高い生活水準を維持しているために貯蓄率が低いと

いうことにはならないであろう。むしろ Jゐかる生計

費の額を得てすら，その消費水準乃至生活水準が，北

海道は，府県のそれより低いのではなかろうかという

解釈の方が一般的ωである。

扱て，かかる貯蓄は， Balance-Sheetの中に示され

ている様に，農家経済余剰十借入残高であるが，これ

から借入残高を差引し、た所謂農家経済余剰は，Y=c十

sに於ける sを意味するものであり，これは，事後的

には， Keynesの述べる如く，投資と一致せざるを得

ないものであるが，ここで，この貯蓄の内容を今少し

掘り下げ，投資と関連させることにより，農業内部で

蓄積された貯蓄が，非農業へどの程度流出し，農業内

部への投資は如何程であるかを北海道と府県とで比較

してみることにする。

註 (4) Public Incomeとは政府収入，例えば補助

金b 扶助金等の収入で PrivateIncome 

と比その他の，農業所得+農外所得を指

す。従ヲて Yp2-Tは財政収支であ!J，

Yp1十Yp2-T は可処分所得を指す。

(5)農家経済は，所得だけで経済を維持してu、

る訳でなν、。従ヨて Balance-Sneetとし

ては借入金を考慮せねばなbなν、。

(6) Balance-Sheetに於ては， 1昔方，貸方の刀]

誇を使用ナ可きであるが，ii.を借り方とし

た時，内容は収入でなし支出とナ可きこ

と，それが現在，英国で取られてむ、る方式

であることを，安宅文雄氏より示唆された。

そこで敢て借方，貸方なるJJl請を月Jいなν、

ことにした。

(7)例えば，法経会論議r.>12集高嶋正彦

「北海道農家の公共経費負担の性絡J 70~ 

83 頁，北大農業経営研究 3 号 45~52 頁，

黒柳俊維「北海道農家の経済水準と租税公

課諸負担の地域的関連」

(8)例えは，北方農業 616号酒井一夫「北

海道農家の所得水準J 4~13 頁

[11] 農家に於ける貯蓄・投資構造の比較

農家の貯蓄を，農業内貯蓄と農業外貯蓄の2つに分

割して，その構造を表示すれば，第 IV表と第 V 衰

の如くである。

まず， ①表の作製に就て，簡単に述べておくなら

ば，農林省の農家資金動態調査報告の 27，29両年度

版を使用して，農業部門貯蓄を固定資産と流動資産，

農外貯蓄は，非農業金融機関等にその基準を定め，表

示する様な項目に分類し，固定資産に就ては，売却，

現金，準現金等に於ては，払戻し等を収入欄とし，又

それらの各々購入・預入等を支出として，更に借入残

高を考慮して

貯蓄=支出ー(収入十借入残〕

として，第 IV表，第 V 表を作製した。

尚，借入残高の部分は，第 VI，第 VII表に示す様

に，当年度の借入，その返済の差額を算出して用い

た。

② 第 IV表，第 V 表から云えることは，農家の

貯蓄構造に，北海道と府県では大きな差がみられると

いうこと，非農業への流出は，府県が北海道に北し，

絶対額，相対比率共に大きいとし、うことこれである。

まず，農家の産業部門別貯蓄割合からみてゆくと，非

農業部門へ，第 IV表，第V表に示す如く， 27年度

で，北海道は総貯蓄の約 4.4μ を，府県 24.3μ と府

県では実に総貯蓄の約 1/4の流出をみせ， 29年度で

は，北海道が冷害であるにも不拘， 1 1. 6~"; と 2 倍以上

に相対的比重が高まり，一方，府県は 30.7~"; と，こ

こでも又非農業流出の比重が高まっているのである。

今，ここで，かかる一戸当り総貯蓄額，非農業への

流出客員等を単純な手法に於てではあるが，又，そうす

ることに依って得られた数字が，果してどれだけ実態

を反映しているかは疑問であるが，一応の目安とし

て，マクロ化してみると瓜第 VIII表ωに示す如くで

ある。

かくの如く，府県の方が圧倒的に非農業への流出分

が大きいということは，府県農家の現金余剰部分から

の非農業へ寄与する所が，相対的，絶対的に高いこと

を意味するであろう。逆に，北海道では，農業への純

投資が，それ丈，府県より高いことを示しているとい

えるが，それは，投資乃至授業資本形成に関連する問

題であるため，次に触れるとして，一応，これら非農

業への貯蓄流出が，主に如何なる Routeを通じて行

われているかをみておくなら，北海道の場合， 27年度
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第 VI表 fm干1127年度借入令

OF[:日)-tr~ IV表の附表

、ミ三 倍人手戸別!倍 -J 
地域別1...~，..r 一 i~r一一一

項目別 ¥、 l北海道|府県|北海道|府県

! 円円| 円凹i 円凹| 円
侭侭宇 利 資 f金:念径 i刈4.0ω38創1 4特82訓11， 4“61引 6ω8 

農|農 協 資 金|同56凡6仇， 32剖81久引刊7打7叫91併仰，9刈9伺州0
1府頼r頭i 旬. 子 誘 32羽2引1 7刀32刻 88剖 5日42

農業者|け7，354叫4引15，140叫15，55叫4引13，7叩07

業 1t特持約会社|川5，4刊01引1 3131川2，7初00削1 2お82

小計 :73，153114，446174，709111，995
勧銀 1 9201 41 1，1771 8 

;11ミ|普銀 j1，4判 530j 3141 390 
相互銀 14，99訓 2481 4231 186 

簡易保険 1 22引 381 151 7 

非農業の親戚友人 6，572 2，067 5，974 1，357 

農|貸 イ寸 業 者 23 14 

ス; 地 ヨ三 9 13 34 

その他伺人 5，1501 762 5，023 657 

公 主主 質 屋 44 3 45 

業|その他借入 715 737 1，326 424 

音「 20，046 4，425 14，297 3，079 

-@- 計 93，199 18，871 89，006 15，074 

註〉 農林省農家資金動態調査報告より作製

第 VIII表貯蓄総額中，非農業への金融

による流出額実数

(単位 100万円〉

主訂11北海道 府 県

Ilei 非農業への流出 479 48，143 
和
27 
貯蓄総額 10，816 196，202 年

日召
非農業への流出 1，347 72，164 手口

29 貯蓄総額 11，630 234，985 年

註〉 農林省農家資金動態調査報告より算問

は，簡易保険，生命保険，相互銀行等を通じて主に流

出していると云えよう。又，冷害の 29年度になると，

貸付金，相互銀行等によるものが多く，以下，簡易保

険，信用組合，生命保険等が略々同じ程度の北重をも

っているのであるが，貸付金の比重が大きくなったと

いうことは，貸付金の貸付が 27年と大差ないのに，

第VlI表 H前日 29年度借入金

〈{Fllり〉一手~ v表の附表

借入返済別
¥ 下 J 借入|返済

地域別1-..，~=，~i ~，~ I-::..:"~， I 
項目別 ¥ (北海道|府県|北海道 1府県

侭ー利資金 6，8081 1，3651 1，7411 636 
良 I.tIIt :j'~ ~ 110 """711" "7A....11i¥，) OA...，I 農協資金 118，237113，7421103，847111，451

頼母子講 59111，4021 29811，014 

農業者 9，49816， 8121 6，8871 4，805 

業|特約会社 4，6091 3581 4， 2081 423 

小計，139，743123，6791116，981118，329

漁協・信金

非!普銀

相互銀

簡易・生保
箆|
貸金・利殖

そのイ也 f問 A

業|その他借入

づ、 言十
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合 計 1169，330129，3141128，699122，485

設〉 農林省農家資金勤惑調査報告より作製

その返済が少い，換言すれば，貸した金が，冷害で所

得低下の故に，債務者から取れなかった事情を示すも

のではなかろうか。

しかし乍ら，前に触れた点，即，冷害年にも不拘，

北海道に於ける農家貯蓄の非農業流出が，絶対的にも，

相対的にも増大しているとし、う事情乃至その理由に就

き若干述べておかなければならないであろう。第 IV

表と第 V 表からわかる様に，貯蓄総額に於て，約

三000月の伸びを 29年には示しているが，それが内

容は，農業内貯蓄に於て，確かに，固定資産投資が約

15，000円の報加を示したとは云え，借入残高が約

24，000円増加したため，手持現金，農業関係金融機関

への預金増加と相殺するなら，農業内貯蓄額は，絶対

額に於て，僅か 1，300円程度の増加に留まる。結局，

残る増加額は，非農業金融機関への預金増加が，それ

らへの借入残高を考慮して尚余るとL、う事情に基くと

いえよう。借入残高も考慮するなら，何れの金融機関

への預入超過が大であるか，資料の制約上(第四表

かb借入残高の傍入ー返済の総額は農業・非農業別に

算問し得ても，気1;V表の非農業金融機関と勾I;VIl表

のそれとは一致しなν、ため金融機関別差引計算は出来

なu、とu、ぅ事情)，算出出来ないが，借入残高を考慮し
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なければ，郵便貯金，簡易保険，郵便年金等を除いて，

治ど 27年に比較して士曽加しており，就中，貸付金，

相互銀行預金の増加は大きし、様である。これは，一見，

奇異な現象に感ぜられるが，非農業への流出が増加し

たとは云え，総額に於て，約3，000円にすき‘ず， しか

も，借入残高の増加も著しいこと，更に，農業関係金

融機関への借入依存度著増等を考慮するならば，これ

は階層別分析に侯たねば，断言出来ないにしても，冷

害の影響を受けることの少い，中核地帯，そして上層

農の場合の Behaviour等も考慮されるので，その相

対比率に於ても，増加を云々する丈の大きな要因が秘

められているか否かは疑問であろう。

一方，府県の場合は， 27年度では，矢張り北海道と

同様，簡易保険，郵便年金等を通じて流出するウェイト

が最も高く，次で，銀行預金，株・国債その他，生命

保険等の}I慣になっている。ここで，北海道と可成り大

きな差を示してし、るのは，銀行預金比率の相違並に，

非農業金融機関への借入残高の相違である。

これは，北海道の場合，預金を上廻る払戻し乃至借

入を銀行から行っているという事情と，借入残高が府

県より可成り大きいとしづ事情とによって示される。

それが 29年の場合では，府県自身としては，その流

出 Routeにおいて，取り立てて云う程の変化はない。

強いて云うなら，銀行演金のウェイトが高くなって

いるという事であろう。

この様に，農家の貯蓄が非農業へ流出するプロセス

は，極めて多様であり，必ずしも，銀行を通しての流

出は，預け入れが多い反面，払戻しも多いため，顕著

には現われていないのである。

それでは，ここで，農家貯蓄を投資乃至資本形成と

関連づけてみよう。それをデーターに求めれば，第

IV表，第 V衰の固定資産への純投資額として示さ

れるが，これによると，北海道では， 27年度約 92:';'b，

29年度約 113弘府県では， 27年度約 49弘 29年

度約 58μ と，そこには，大きなひらきが見られる。

次に，その内容に立ち入ってみると，北海道・，府県共

に，建物・農機具に対する投資が圧倒的に高く，それ

らで殆どを占め，就中，建物投資は，最高値を示して

いる。土地投資は，建物，農機具に北し，可成り，売

却するウェイトも高いため，差引投資額は小さく現わ

れてくる。

この購入額に対する売却比率の高い点では，大動物，

大植物が顕著で，北海道，府県共売却額が購入額を上

廻っているが，北海道のその比率は極めて高L、。この

校に，建物，f1塁機呉への投資が大きい反llIi，大動物・

大純物の売却が多いのは，建物，農機具等が，大動物

等に比し，代替性之しく， しかも，農機具などでは，

耐用年数も短いということによるだろう。しかも，北

海道の場合は，冷害のため，それらを売却せざるを得

なかったとL、う事情による所も大きいだろう。

次に，農家の手持現金に就てふれるなら，これは，

厳密な意味で表現し得ないとしても，流動性選好に関

連するであろう。即ち，北海道の場合，府県と比較し

て， 27年度略々同数値を示したものが，冷害の様な

Riskを含んだ年に於ては，その差が可成り拡大して

いる o 必ずしも絶対額の上から，問頭とすべき程でな

いかも知れないが，かかる隔差を問頭とすれば，流動

性選好の大きさが依存する 3つの動機， RPち，取引動

機，予備的動機，投機的動機の中，北海道では，予備

的動機により強く支配されているのではなかろうか。

次で，準現金であるが，これは，預入，払戻し何れ

も，その 90:';'b以上が農協預金で占められていること

を示し， しかも，この様な所得預金の占める割合は，

北海道に於て府県を上廻る。これは，北海道の農家が

より強く農協に結びつけられていることを示すもので

ある。

最後に，借入金に就てみてみよう。まず， 26年を

100として指数の伸びをみる時，借入総額は既に 30

年度に於て3倍に達しているのであるが，第 IX表に

示す如く，農業内部からの借入れ，即ち，年度末負債会

残高は，農業間係金融機関からの借入が，北海道，府

県共約 70~80μ を占めている。こうした農業内部か

らの借入は，農協の一般資金と農手で約 40~50μ を

占め，特に北海道では，農手に依存する割合が高し、。

それに次ぐものとして，農業者相互間の資金融通によ

る借入が約 20"'30~b を占め，この両者が，農業関係

金融機関からの借入の大部分を構成している。 29年

度農業者からの借入比重の減じているのは，決して，

借りていない訳ではないが，何といっても，農協資金

マ借りられる丈借り，それに自作農融資をはじめとす

る低利資金等を借入れ，残る所を農民相互間で融道し

たということの反映であろう。農業外金融機関からの

借入依存度は， 20~20 数 9~ で，そのうち，主なるも

のは，農業以外の個人からの借入，相互銀行等からの

借入で，普通銀行からの借入は，先に，第 IV，第 V

表から見た如く，預金，払戻しという農家の利殖とし

ては利用されていても，金融としての利用は，殆どネ

グリジプノレ・スモールである。ここからも，近代的な
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第 IX表年皮米借入残高

年酔!別 l一一一竺_.fJ'J 日百平1127年 度 昭和J29年度

Ifj Wt‘ 北 海道 府 ノIEf、L 

一一一 一一

71円4( 3.6ア4〕l 円 。96 円 。96 円 。?G

農侭利資金 804 ( 5.8) 13，060 ( 9.0) 2，961 (10.0) 

業
農{一般資金 4， 572 (23.2) I 3， 580 (25.6) 57，945 (39.8) 10，486 (35.4) 

協農 手 4， 362 (22.2) ， 1，224 (8.8) 18，535 (12.7) 1，435 ( 4.8) 
内 頼 母 子 講 一 (_)1 536(3.8)! 542(0.4) 1，284 ( 4.5) 

イ昔 個人(農業者〉 引 02ω9);山仰~; I山 9( 8.5) 7，130 (24.1) 
入
特約会社・取引先 一(ー)1 118 ( 0.8): 5，160 ( 3.5) 283 ( 1.0) 

Sub total 日 2仰)I 10，476仰)1107: 661 e73. 9) 23，579 (79.6) 

漁協組・信金等 一(ー〉 一(ーパ 67 ( 0.1) 66 ( 0.2) 

~I:: 普 通 銀 行 一(ー) 383 ( 2.7) 2，721 ( 1. 9) 623 ( 2.1) 

農 簡保・生保 1，182 ( 6.0) 38 ( 0.3) 757 ( 0.5) 181 ( 0.6) 
業 貸金利殖金融業 一(- ) 1 (ー〕 一(ー) 14 ( 0.1) 
地当
f同人(その他〉 407 ( 2.1) 2，326 (16.6) 17，288 (11.9) 3，622 (12.2) 

E己
相 互 銀 手子 2，214 (11. 3) 278 ( 2.0) 9，964 ( 6.8) 395 ( 1.3) 

の

イ昔
その他借入 1，511 ( 7.7) 486 ( 3.5) 7，197 ( 4.9) 1，142 ( 3.9) 

Sub total 5，314 (27.1) 3，512 (25.1) 37，994 (26.1) 6， 043 (20.4) 

Total 19，666(100.0) 13，988(100.0) 145，655(100.0) 29，622(100.0) 

第 X表借入金使途(%)

み:
農業資金

資産分割
租税公認貯蓄外部 負債償還

設備資金 運転資金
農外資金生計資金 又は手元資金 Total 

その他 納入資金投資資金資金
土地建・声一肥料資材及 贈与資金
購入機・勤 労賃

3.1 17.2 26.0 11.8 1.3 16.8 2.3 19.6 1.9 100.0 

27 府県 5.3 17.9 9.5 6.2 3.3 31.6 2.9 20.0 3.3 100.0 

引北海道 3.8 20.9 24.3 10.8 0.9 i 札 3 1.1 0.4 

29 府県 8.1 21.2 12.1 7.1 2.6 I 23.9 1.9 14.3 I 7.5 0.3 100.0 

第 XI表農家経済に於ける財政の関与

》詰 24 25 26 27 28 29 30 
一一

北府 北府 北 l 府 北府 北!府 北存

一一
占有助金/tax 14.29 1 3.17 14.9712.93 26.60 1 6.69 29.21 I 6.04 52.60 1 6.58 

220078641 1 11 362 初+扶/tax 15.81 1 5.32 17.3217.13 30.25 120.06 33.83 121. 93 65.07 130.33 28.37 120.86 

補+扶+共済12.7014.18 15.83 1 9.63 25.11 120.41 47.90 137.93 71.15 126.41 18.98 115.62 /tax十公課

tax -((A補)T 扶)32，898120，415 22，434113，812 23， 306:14， 233 22，730112，954 19，736111， 543 9，017111，165 19，964'14，489 

(tax十公課)ー 42，429 26， 285 
(補+扶+共)

33，033 19， 111 36，514 20， 162 36，654 19，615 26，473 15，440 13，371 19，955 41，15225，859 

(A)/農家所得 10.41 9.12 9.1217.76 9.79 1 7.00 7.66 5.13 3.87 1 6.31 110.16 1 7.26 

註〉 銘 IX，X， XI表農林省農家資金動態調否報告より算出作製
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Commercial loanには期待出来ない事実が読み取ら

れよう。又ここで，府県と北海道の相異を若干述べる

ならば，府県の農外金融機関への依存度を北海道は数

μ 上廻って居り，借入金の使途をみても，第X表に

示す如く，府県の外部投資への比重が，北海道のそれ

を上廻っているという事実によって，資金の非農業流

出が，北海道では，相対的に小さし、ことを裏書きして

いるのである。

註 (9)マクロイbするに当てコては戸当りの数字

に，夫身生存 29次，生存 31次農林省統計中

の農家戸数を乗じて算出した。

[111] 財政収支の関係とその

Balance-Sheet 

第 [nJ項では，農家に於ける所得配分過程の中か
ら貯蓄を取り上げ，その貯蓄が，農業外に，如何なる

形を以て流出し，それはどの位のものであるかを考察

したが，第 [1J項に於て述べた如く，農業乃至農家

の所得形成並に配分過程に対する PublicSector即

ち，財政の IncomeRedistribution Function は，可

成りの比重をもっているのであり，ここに，財政と農

業との関連を，与えるものとしての財政，奪うものと

しての財政という観点から，農業から果して財政は，

如何程の Leakageを実現しているかに就き考察しよ

う。

租税公課諸負担の対農家所得よと率が，北海道に於て

高いことは，既述した如くであるが，それが又，単に

その北率に留まらず，負担カの上に於ても，相対的に

北海道のそれは高い。しかし，一方に於て，財政から

農業乃至農家が受ける直接的貨幣的サービスとしての

補助金等は一戸当りでみると，北海道の場合，内地府

県に北し，一見，極めて多いかの様であるが，例えば，

経営規模，経営形態等の観念からみるならば，他の事

情にして等しい限り，必ずしもそうとは云えないであ

ろう。即ち，今第 H表にみる如く，反当農家受取補

助金は，府県によとし，小さく，且つ，我国の農業政策

は，畑作に対するこうした直接的財政資金の関与が，

稲作に北し，極めて小さい(第XII表参照〉ことを思

えば，畑作比率の大きな北海道が，一戸当り補助金の

絶対額丈みて，果して，財政による保護乃至補填的投

資をより大きく受けているとは云えないであろう o か

くの如く，財政が，農業に及ぼす経済的効果を測定し

ようとすれば，単に租税との関連のみでなく，更に幾多

の複雑なファクター臼0)が入り込んで来る訳であるが，

第玄H表 畑地のた占うの土地改良事業の割合

(単位千円〉

土地改良事業費 (A) 

内，畑地関係 " (B) 

1. 畑地濯統

2. 土壌保全， シラス対策

3. 急傾斜

B/A 

11，751，748 
464，604 

172，105 
232，919 

59，580 
3.9% 

註〉 高木文雄「農業と財政J 161頁よ P

本稿では，財政資金出入の Accountを，利用出来る資

料から，農家経済に対する直接的貨幣の出入と，貨幣

の授受関係では間接的かもしれないが，農業の安定・

発展に直接的効果をもたらすであろう財政支出，即ち

農業関係公共事業費等を加えて計量的に分析した。

具体的に云えば，本項では，次の 3つの分析を行う

ものである。

① Balance-Sheetを作製する前に，租税に対して

還元される補助金の増減と生産力の関係をみること，

これは，生産力の増減と財政の間の相関を最も単純な

方法でみるということである。次に，

②農家所得構造に於ける財政の関与，即ち，財政

の Balance-Sheetを作製する前に，富を奪うものと

しての財政の諸構成要素と，与えるものとしての財政

の諸構成要素との差引勘定を考察し，最後に

③第I表の補助金等の数字をマクロ化し，それ

に間接的な諸財政支出も加え，それと租税公課等との

差引，即ち，農家経済を媒介にしてみた財政収支の

Balance-Sheetの分析を行う。

まず，補助金と租税と農業生産力の関係は，租税に

対して農業主面設奨励補助金として遠元される割合を横

軸にとり，縦軸に，土地生産力及び労働の生産力をと

ってドットを落すことにより分析したのであるが，そ

れらは，第 I図及第 E図に示す如くである。これ

らの表からわかることは，府県の場合，租税に対し，

補助金の還元される割合の増減に対し，土地生産力，

労働生産力の動きは殆ど無関係という傾向が見えるに

反し，北海道の場合は，土地生産力に関しては，補助

金として還元される割合が増大しでも，生産力は，停

滞していることを示しているO しかし，一方，労働生

産力に就ては，補助金の増加と若干の相関がある様に

恩われる。以上を通じて，府県の場合は，租税と補助

金，土地生産力，労働生産力の聞には殆ど相関を認め

弱齢、こと，これは，単なる推測の域を出るものではな
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第 E 図労働生産力と財政

いが，財政が，補助金として還元する額は，生産力上

昇には，例えば，技術の導入，固定資本投資等の 1rト

centiveとはなっても，事業費を積極的に補填する丈

の意味は持たないであろうことを示して居る。これに

反して，北海道の場合は，租税として引上げられる額

に対して還元される補助金の割合が増加することは，

少くとも，それ以上の労働生産力の低下を喰い止める

だけの機能はあったように思われる。

次に，農家経済を媒介として，租税に対する一連の

政府資金の差引勘定を第 XI表によって考察するな

らば，まず，租税に対する補助金の比率に於て，北海

道が府県に比し，極めて高く，それだけ"::ft.海道の場

合，租税に対して還元される割合が大きいかにみえる

のであり，特に， 28年度， 29年度に於げる還元率は，

扶助金，共済金等を補助金に加えると，租税に公認を

加えても，極めて高く， 29年度に於ては，租税対補助

金，租税対補助金十挟助金，租税公認対補助金十扶助

金+共済金の比率は，夫々 52.6~ ， 65.1~ ， 71.2μ 

と府県のそれとの聞に 35~45~ のひらきをみせてい

る。しかし， 29年度を除き，これらの差引出超額は，

表示する様に，府県の方が，北海道より概ね小さくあ

60 

らわれ，結局，農家所得に対する財政資金の非段業流

出額をとってみるならば，北海道に於ても，府県と大

差ない迄の流出比率となるのである。

以上の諸分析は，凡て農家経済，特に所得構造との

関連に於て，農家貯蓄の資金循環並に，そのプロセス

に於ける貯蓄と投資の関連等を述ぺて来たのである

が，最後に，農家経済にとって，直接的，即時的貸幣

収入とはならないが，農業資本形成或は，農業生産力

形成と密接な関連を有する財政投資即ち，農業関係公

共事業費，向災害復旧関係費も含め， しかも，それら

に，都道府県，市町村財政支出分も加え，農業経済と

財政の Balance-Sheetを第 X皿表に示す様に作製

し，北海道と府県の差異を考察した。第 X皿表は第

XIV表を基礎に作製したものであり，第 XIV表は

一つのまとまった資料を欠くために，鹿野氏「公共事

業」を中心に，数種の資料で補充した。それから，農

業資本形成若しくは，農業生産力形成に大きな影響を

持つ財政支出は，例えば，土木費等に見出せるかもし

れない。しかし，それらは， どこまでが，農業に影響

をもつか，非農業へのそれと厳密に区分出来ない。特

に，地方費負担の農業関係費は，全国的に Aggregate

した資料を欠くため，全く，鹿野氏「公共事業」に頼

る他はなかった。更に，府県に関する資料は，直接的

には得られないので，全国の分から，北海道の分を差

引し、て，府県分とした。

かくて，第玄阻表によれば， 27年の如き平常年で

は，北海道，府県何れも出超となる。即ち，非農業へ

の流出(jj)は，租税公課諸負担に対し，北海道で約1/3，

府県は，実に 1/2以上に及んでいる。しかし，冷害年

の 29年度では，府県が矢張り租税公課諸負担の 43.5~

も農外への流出をみせているのに反し，北海道は逆

に，約 30~ が入超即ち，租税公課諸負担を上廻る財

政支出を受け，その額は，府県に於て非農業へ流出し

た額の 5~ に相当するのである日2)。これは，北海道

が，補助金以外の農林関係公共事業費という様な個別

農家には直接的貨幣収入とならなくても，農業にとっ

て直接的或は，農家にとっても，農業生産力の増大を

通じて農業所得の増大に貢献する様な受取の比率が大

(補助金対公共事業主主の比は公共事業費の比重が北海

道では府県よ P高レ、〉であるとLヴ事情を考慮する

時，一層明瞭になろう。

かくて，既述せる金融機関を通じて非農業へi定出し

た分と財政による流出分とを加えてみるならば，第

XV表に示す虫日く， 農家貯蓄総額の 40~60~ が非

ι由民。
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第 xm表財政の Balance-Sheet

収 入

、三-------干;;hd ¥項ご一¥一目一¥別地J一糊F¥一皮¥lU¥別~ 
北海道 府県

27 I 29 27 I 29 

農林関係公共事業費〈国〕 3，586 5，311 33，217 35，904 租税公諌言者負担

" (地方〉 495 318 7， 120 7，587 量全 ヲ| 臼 超

手市 助 金 2，887 6，962 20，353 38，646 

言十 6，968 12，591 60，690 82， 137 計

註〉 銘 I表，生存 XIV表より算出作製

第玄V表農家貯琵，非農業沈出総括表

=ミミミミヶ一一 地域別
一一一-、九、 一一一一一一一一一一一一一

オヒ 海道

交

(単位 100万円〉

問

北海道 府 県
ザー F 一一 一一『

27 I 29 27 29 

一
11，102 9， 707 134，271 145，522 

-4，134 十2，884-73，581 -63，385 

6，968 12，591 60， 6901 82， 137 

(単位 100万円〉

府 県

-------------- 年度別
項 目 別 -------一一一

27 29 1_2乙[ 29 
(A) 農 家 貯 蓄 10，816 11，630 198，202 234，985 

くB) 金融機関から非農業への流出 - 479 -1，347 - 48，143 - 72，164 

(C) 財政による非農業への涜出 -4，134 EB2，884 - 73，581 - 63，385 

(D) B + C -4，613 EB 1，537 -121，724 -135，549 

D/A 42.7予五 EB 10.0% 61.45l.五 57.75l五

C/D 90.05l6 60.75l6 46.35l6 

註〉策 XIV表， f存XJII表よ P作製

第 XIV表農林関係公共事業委内訳 (単位 1000円〉

さえで三項二1 目 ~一JJIJ一一一一一年一 度負~担~周区~分
27 年度 29 年度

国庫負担 地方負担 国庫負担 地方負担

会
くA) 食糧増産対策費 21，295，627 3，331，021 25，720，364 7，530，520 

(B) 農業関係災害復旧費 15，508，074 (a) 4， 284， 010 15，494，693 (b) 374， 743 

(A)十 (B) 36，803，701 7，615，031 41，215，057 7，905，263 
困 (C) 国庫負担+地方負担 (44，418，732) (49，120，320) 

:ft. 
(A) 3，533，797 209，345 4，490，184 313，352 

海
(B) (c) 52，569 (d) 285，512 820，693 (e) 5，000 

(A)十 (B) 3，586，366 494，857 5，310，877 318，352 
Z萱 (C) (4，081，223) (5，629，229) 

府
くA) 17，761，830 3，121，676 21，230，180 7，217，168 

くB) 15，455，505 3，998，498 14，674，000 369， 743 

(A) + (B) 32，217，335 7，120，174 35，904，180 7，586，911 
県 くC) く40，337，509) く43，491，091)

註) (a) 国庫負担金額に繍助率乗じ算出

(b) r昭和 29年度繍助負担，交付，補給，国際分担，委託費に関する調J(大蔵省〉より算出
(c) 道財政課資料より算出

(d)， (e) 北海道才入・才間決算書十道統計

その他は凡て腐野義夫「公共事業」よ P
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農業へ流出したことになる。流出総額の中で，財政の

占める比重は，極めて高いのであるが，即ち，北海道

など，平常年では，約90μ も占めているのであるが，

そこには，自然乃至経済変動に応じて， DJZ程度調整す

る機能のあることを示している。例えば， 29年の如き

北海道にとって冷害年である場合，金融による非農業

への流出を財政はカパーして，逆に入超の効果を与え

ているのである。

以上の分析を通じて，財政は，北海道農業或は農家

経済に府県より高い収入・支出両面からの機能をもつ

が，平常年に於て，租税が北海道授業主主1:1:， 農家経済

を Checkする作用は大きく，これが，たまたま，自

然変動に対しては，その生産力，或は所得の低下を若

干なりとも Checkする丈の調整機能はもっていると

いえよう。

註 (10) その一部は北海道農業研究11号63"-'71頁

黒柳俊雄「道支出農業摘助金の Route

並にその機能的性格」に述べた。

(11) 必ずしもこれらの差を以て，残る部分が

凡で非農業へ読出したとは云えないかも

しれなν、。即ち，一般行政費等がそれで

ある。

(12) taxの中から農業へ還元される分と，農

業に於ける所得増加の関係は，所得増加

の乗数的メカミズA として次式によヲて

も説明される。

所得増加額 (dY)

m=国の農業に対する財政投資の増加分くdE1)

l-{(E/)十(R')+EO}

El，;財政投資額の農業に残留する比率

R'; taxの中農業へ還涜する比率

E{; taxの比率

m;所得増加の効果

mlま，E2'が一定な bR' <ZJ大なQ程大と

なり R'が一定なら，E{が大なる程大で

あろう。く北海道農業研究9号 154頁参照〕

[結]

以上，農業・非農業を廻る資金循環の問題を北海道

と府県との比較に焦点を於て分析したが，先ず，経済

の成長と関連させて，得られた結果を考える時，

G2-G2=~ • 土企に於て，北海道は，府県に比
C2 αJ 

し，C2，ωが相対的に大きく，且つ，問題の αは，

矢張り，相対的に小なること，換言するならば，非農

業への Ieakageが小なることが推測された(尤も，

民主将には， もっと口ングの分析を必要とするであろう

が〕。従って，北海道の場合，府県に比し，相対的に，

現実の成長率と自己可能成長率の差が小さいことがみ

られた。

この様に，資本の流出が相対的に小さいから，労働

の生産性を高める上に問題がないかというと決してそ

うではない。確かに，府県に比し，北海道農業への投

資は，大きいとしても，それは，資本構成が高し、かも

しれないが，資本系数が高いということ即ち，資本効

率が北海道の場合低いことが問題であろう。しかも，

北海道に於げる労働生産性は一見，高いかにみえるが，

かかる水準を維持してすら尚，府県より低位な生活水

準しか実現し得てないのであって，むしろ，かかる水

準を維持するためには，資本が非農業へ流出しないの

ではなくて，流出し得ない事情にあるのではないか。

かかる北海道の資本効率を高めるためには，もっと

多額の投資，それは，府県に比較すれば高いにすぎな

い，現実的に，それ自体として，資本効率を高め得な

い低枚にある資本構成を高めてやらなければならな

い。しかし乍ら，北海道農業は，その不安定性の故に，

唯でさえ入らない資本が，よけい制限を受けていると

考えられよう。ここにこそ，公共投資の必要が強調さ

れねばならない。ところが，平常年に於て財政が流出

させる貯蓄額は，金融機関のそれを無視し得る位に大

きく，辛うじて，自然変動に対し，放置するなら生ず

るであろう生産力の低下を negativeながら check

するに留まるのであって Positiveな機能は，果し

て，あると云えるのであろうか。

Summary 

1 intended to analize in this artic1e that 

all the saving accumulated in the agricultural 

economy or farm household economy whether 

had been invested into agriculture or not， and 
if a part of the saving had been invested into 

non-agriculture， how much in vestmert would 
have been f10wed into non-agriculture， with 
the mechanism between the saving and the 

lnvestment. 

The analysis on their mechanism is espe-

cial1y concerned with Public Finance whose 

income redistribution function in the national 

economy is important， moreover， with the 



松田・高嶋・黒柳:農業に於ける資金循環と財政 225 

difference between Hokkaido and Honshu. 

The conclusion of this analysis is following. 

In the equation relating to the flow of funds 

between agriculture and non-agriculture， 

G2 -G2 ==会二空 itwas 叫 posed
し2αp

that C2，ωin Hokkaido was relatively bigger 
than and αwas smaller than that of Honshu. 

In other words， the leakage of capital to 
norトagriculturein Hokkaido is small as com-

pared with that of Honshu Cstrict1y speaking， 
a litt1e more long-time analysis may be nec-
essary). 

Accordingly， it was recongnized that the 
difference between real growth rate of agri-

cultural economy and possible growth rate 

by itself C what is called，自己可能成長率 In

Hokkaido was smaller than that of Honshu. 

Even though the leakage of capital to non-

agriculture from agriculture in Hokkaido was 

relatively samll， there would be the question 
in order to increase labor productivity in agri 

cultural sector. 

Although the investment to agriculture in 

Hokkaido is relatively larger， the superiority 
of the labor productivity was not proved as 

the resu1t of higher capital efficiency at pre-

sent， but rather of higher capital formation 
(means capital per farmer). 

Moreover， labor productivity of agriculture 

in Hokkadio seems to be higher than that of 

Honshu， but lower level of living in compar・
ison with Honshu is only realized even in this 

productivity leve1. 
Therefore， it seems that the capital in the 
agriculture does not flow to non-agricu1ture， 
but the fact is under the circumstance which 

cannot flow the capita1. 
Then， we need more investment to agric-
cu1ture in Hokkaido enough to rise the capi-

tal formation which is not so high as can 

positively raise the capital efficiency today. 

The private investment to agriculture in 

Hokkaido is， however， very restrained because 
of uncertainty of it with the problem for 

marginal e伍ciencyof capita1. Concequent1y， 
more public investment to agriculture in 

Hokkaido have to be emphasized， but the 
fact is that the saving in agricu1ture which 

public finance flows to non-agricu1ture by the 

means of tax is more than that by the means 

of private monetary circulation today. 

Therefore， it is realized the function of 
public finance only check which difficulty the 

decline of agricultural productivity which 

would become intensified if we leave as it is， 
and also it is doubt whether we can realize 

the positive function of public finance for in-

creasing the agricultural productivity or not. 


